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１．研究計画の概要
大学の研究者を「発明者」とする特許の中

には、①機関帰属、②TLO 帰属、③企業帰属、
④個人帰属、及びこれらの共願の形が存在す
る。本研究では、研究対象となるモデル大学
を選定した上で、これらの特許を全て抽出す
る。その後、出願人別の分析、共願関係およ
び共発明者関係の分析、経年変化による TLO
法等の産学連携関連施策の影響の考察等を
行う。
さらに、注目すべき研究領域を設定した上

で、日本全体を母集団とした大学関連特許の
インパクトを分析する。インパクトの分析に
は、審査請求情報や特許登録情報も活用する。
平成 21 年以降は、分析対象とする大学を拡
大し、大学関連特許の評価分析の一般化を試
みる。また、得られた成果を産学連携の促進
や政策立案の場で活用されるようにするた
め、知財マップを開発し、産学連携活動や知
財創出活動の可視化に努める。

２．研究の進捗状況
1990年代後半から 2004年の国立大学法人

化にかけて著しく変化する大学発特許の実
態を解明することを目的として、筑波大学、
広島大学、東北大学の 3 大学をモデルとして、
これらの大学の研究者が関連する全出願特
許を把握・分析した。また当該大学の研究者
を「発明者」に持つ特許を全て抽出した。

結果として、モデルとした 3 大学ともに、
1998 年から 2000 年頃にかけて、大学発特許
は顕著な増加傾向に転じていることが明ら
かになった。また、調査した 3 大学ともに、
法人化によって、それまで最も高い割合を占
めていた企業の単独出願特許は大幅に減少

し、変わって大学が単独で出願する特許の割
合が急増し、結果的に企業のそれを逆転して
いることが分かった。一方で、法人化の前後
で大学発特許の増加傾向には大きな変化は
見られなかった。法人化により明らかに変化
した点は、出願特許の総量ではなくその帰属
先であったと言える。

また、2004 年 4 月に法人化した後の国立
大学における特許は、法人化前は研究者個人
あるいは共同研究先である企業に帰属して
いたが、法人化後にはその多くが大学帰属へ
と切り替わっている。特許は、出願されてか
ら公開されるまで 18 ヵ月を要することが多
いため、2004 年 4 月から 18 ヵ月が経過した
2005 年 10 月以降に公開された大学関連特許
の多くは、大学帰属として抽出することが可
能である。そこで、2005 年 10 月以降のデー
タに関しては、主要な大学帰属の特許を抽出
し比較分析することで、知財から見た日本の
大学のベンチマーキングを行った。

３．現在までの達成度
当初の計画以上に進展している。
（理由）
当初は計画していなかった「早期審査制

度」を利用した特許に注目し、その活用実態
と産学連携との関連性を調べることができ
た。大学等が早期審査の申請を行う特許は、
当該機関にとって何らかの重要性が認識さ
れた特許である可能性が高いといえる。従っ
てこれら早期審査特許を調べることは、大学
関連特許の技術移転から実用化までのプロ
セスを理解する有効な手段となる。そこで、
大学等の早期審査特許の活用実態や技術移
転状況について、詳細な調査を行った。
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これら早期審査特許は、特許登録率・単独
出願率・外国出願率・閲覧請求率の全ての指
数において、通常の出願よりも高い値を示し
た。早期審査特許は大学等にとって重要性の
高い特許であることが確認できた。

４．今後の研究の推進方策
産学連携の目的と産学連携に関連する諸

施策について整理する。日本における 1990
年代後半からの産学連携活動の活性化は、何
よりも政策的な効果が大きい。内閣府や経済
産業省、文部科学省は、日本の研究開発能力
を向上させるべく次々と新しい産学連携関
連の政策を打ち出し、大きな効果を生み出し
てきた。そこで本研究の最終年度である本年
度では、これらの産学連携関連の施策を概観
する。
また、昨年度に引き続き大学における知財

に焦点を当てた分析を行う。本年度は、昨年
度までに抽出した全情報を分析することで、
特許出願に対する大学の知的貢献活動の実
態を明らかにする。

５. 代表的な研究成果
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線）
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